
道路ネットワークの機能強化

令和７年１１月１９日

国土交通省 関東地方整備局

道路企画官 小澤 知幸



道路についての最初の文書記録

土地は山険しく、深林多く、道路は禽鹿の径の如し
みちきんろく

まるで手つかずの自然に近い“けもの道”のよう

○３世紀末に書かれた中国の『魏志倭人伝』が、日本における道路についての最初の文
書記録

○魏からの使いが対馬国（現長崎県津島市）に上陸した際に抱いた最初の印象を記載
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（出典：児玉幸多編「日本交通史」Ｐ２４より）

＜七道駅路概要図＞
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○律令制下において、中央と地方諸国を結んだ７本の幹線道路

○東海道・東山道・北陸道・山陰道・山陽道・南海道・西海道を指す

○原型は大化前代に形成されていたが、天智・天武朝（６６８～６８６年：飛鳥時代）頃に本
格的な整備が進む

2



五街道と脇街道

［総延長］
五    街   道：約1,500km
主 要 脇 街 道：約3,500km
その他 諸街道：約7,000km

■五街道
・1601年、徳川家康が東海道に宿駅を設けて江戸－京都間に伝馬制をしいたのが始まり
・江戸の日本橋を起点とする幕府直轄の主要な５つの陸上交通路

■脇街道
・五街道以外の街道の総称で、脇往還、脇道などとも呼ばれる
・多くは五街道に接続し、江戸と各地域、あるいは地域間を結ぶ重要な陸路として機能

図 主要街道概要図
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旧道路法の制定

○我が国最初の道路法は大正8年（1919年に制定）

○道路の種類、等級、路線の認定基準、道路の管理、費用の負担、監督及び罰則等を
定める

○現行の道路法は昭和27年（1952年）に制定

（出典：http://roadkawasaki.gooside.com/wr-nat_b.htmより）

国道の要件

①東京市より神宮、府県庁所在地、師団司令部所在地、鎮守府所在地または
枢要の開港に達する路線（38路線：大正9年4月、国道の延長：8,208km）

②主として軍事の目的を有する路線（26路線：大正12年12月）

図）大正９年（1920年）の国道網（Ｒ1～R38）
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戦後の道路ネットワーク整備の進展

年 概要 MEMO

道路特定財源制度 S28～H21 揮発油税を特定財源化 財源の不安定さに起因する長期計画の頓挫に対
する反省

国土開発縦貫自動車道建設法

高速自動車国道法

S32 予定路線の決定、高速自動車国道は国が建設・管理 議員立法。全国の高速道路建設運動を刺激。
S40までに約5,050kmが路線ごとに建設

国土開発幹線自動車道建設法 S41 全国各地域から概ね2時間以内で到達可能な高速道路網
7,600kmを整備

国土全体を見通した有機的かつ一体的な高速道
路網の整備

高規格道路ネットワーク計画 S44 国土利用の偏在を是正するために拠点間を結ぶネットワーク
形成。計画延長：7,600km、構想：約9,000km

新全国総合開発計画（S44）に位置づけ

高規格幹線道路ネットワーク計画 S62～ ➀全国の都市・農村地区から概ね1時間以内で高速ネットワー
ク ➁重要な空港・港湾の大部分と概ね30分 ➂人口10万人
以上のすべての都市とICで連絡 計画延長約14,000km

第四次全国総合開発計画に位置付け。
多極分散型国土の構築のための「交流ネットワー
ク構想」の一環。

地域高規格道路 H6～ 「活力ある地域づくり」に必要な、連携・交流・連結の3機能を有
する広域的な幹線道路を指定。

サービス速度はおおむね60km/h以上。

21世紀の国土のグランドデザイン H10～ 「多軸型国土構造形成の基礎づくり」多自然居住地域、大都市
のリノベーション、地域連携軸、広域国際交流圏という4戦略

平成22～27年を目標年次。地球時代・人口減少
や高齢化・高度情報化時代の到来が背景。

国土形成計画 H20～ 「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとと
もに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図る」という新しい国土
像を掲げる

量的拡大「開発」から「成熟社会型の計画」への転
換＆国主導から分権型の計画体系への移行

国土のグランドデザイン2050 H26～ 人口減少下においても各種サービスを効率的に提供する方策
としての「コンパクト+ネットワーク」、多様性と連携による国土・
地域づくり、地域づくりのあり方の見直し

コンパクト化・各地域の多様性や個性伸展と対流、
連携の促進・これらを活用しさらに既存インフラを
効果的に活用した交通ネットワークを組み合わせ
る

小さな拠点 H29～ 複数の集落が散在する地域において日常生活に不可欠な施
設・機能・地域活動の場を集約・確保し、周辺集落と交通ネット
ワークで結ぶことにより人々が集まる機会を創出・地域の再生
を目指す

集落地域の暮らしの安心を守る「心の大きな拠り
所」であり、
地域の未来への展望を拓く「希望の拠点」となるこ
とが期待される

新たな国土形成計画 Ｒ5～ 目指す国土の姿として「新時代に地域力をつなぐ国土」を掲げ、
その実現に向けた国土構造の基本構想として「シームレスな拠
点連結型国土」の構築を図る

計画期間は2050年さらにその先の長期を見据え
つつ、今後概ね10年間
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首都圏における道路交通ネットワークの変遷

○首都圏においては、昭和３８年（１９６３年）に３環状９放射の道路ネットワークが計画。
○昭和４０年代、「９放射」の整備が始まる。
○都市間高速と都市高速の接続も始まる。

昭和39年時点（1964） 昭和5０年時点（1975）

○主な開通区間

昭和35年 京葉道路供用開始、首都高速1号線開通

昭和37年 東名高速、中央道に着工命令

昭和38年 名神高速道路最初の開通

○主な開通区間

昭和42～50年 中央自動車道（調布～河口湖、駒ケ根～小牧）

昭和44年 東名高速全線開通

昭和46～47年 東関東自動車道（宮野木～成田）

昭和46～50年 関越自動車道（練馬～東松山）

昭和47年 東北自動車道（岩槻～宇都宮）
（データ）国土数値情報
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首都圏における道路交通ネットワークの変遷

平成２年時点（1990） 平成17年時点（2005）

○主な開通区間

昭和51～57年 中央自動車道全線開通

昭和53～62年 東関東自動車道（潮来～新空港、高谷～宮野木）

昭和55～60年 関越自動車道全線開通

昭和56～63年 常盤自動車道最初の全線開通

○主な開通区間

平成3年 東名高速道路（御殿場～大井松田）新上り線

平成4～17年 外環道（大泉～三郷南）

平成8～17年 圏央道（あきる野～鶴ヶ島、東金～松尾横芝、つ
くば～つくば牛久）

平成12～13年 北関東自動車道（友部～水戸南、栃木都賀～
宇都宮上三川、高崎～伊勢崎）
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○昭和５０年代後半から放射方向などの路線が随時開通するなど整備が進捗。
○平成に入り、道路整備の主体は「３環状」に移行。
○外環道は、平成４年に和光～三郷、平成６年に和光～大泉、平成１７年に埼玉区間が全
線開通。
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首都圏における道路交通ネットワークの変遷

○主な開通区間

令和6年時点（2024）

令和3年 中部横断自動車道（南部～下部温泉早川）

令和3年～4年
新東名高速道路（新御殿場～御殿場、伊勢原
大山～新秦野）

令和2年時点（2020）

○主な開通区間

平成19～29年 圏央道（つくば牛久～大栄、東金～木更津、茅ヶ
崎～あきる野、桶川北本～つくば）

平成19～23年 北関東自動車道全線開通

平成30年 東関東自動車道（鉾田～茨城空港北）、
外環道（三郷南～高谷）

○平成１０～２０年代にかけて、首都高中央環状線・圏央道の整備が大きく進展。
○令和６年現在、ネットワーク整備が進捗し「３環状」の整備率は８割を超えているが、未だ
「３環状９放射」の全体ネットワークは完成していない状態。残る区間については、鋭意事
業を推進中。
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羽田空港

海老名南
JCT

伊勢原JCT

大黒
ＪＣＴ

伊勢原大山IC

※1

E1A

C2

事業中 事業中

東京都

埼玉県

茨城県

千葉県
神奈川県

E51

E6
E4

E17

E20

E1

C4

C4
C3

CA

E83

E14

E16

E84

E1

美女木
JCT

太平洋

延長8.5km
R5.3.31
4車線

運用開始

延長9.1km
R5.3.31
4車線

運用開始

幸手IC

境古河IC

坂東IC

2026(R8)年度
開通見込み

多古IC

五霞IC

延長4.2km
R7.3.14
4車線

運用開始

つくば
牛久IC

牛久阿見IC

阿見東IC

稲敷IC

延長6.1km
R7.8.29
4車線

運用開始

延長6.0km
R7.8.29
4車線

運用開始

※2

首都圏３環状道路の整備状況

計画延長
開通延長※

[C2] 中央環状線 約 47km 約 47km（100％）

[C3] 外環道 約 85km 約 50km（ 60％）

[C4] 圏央道 約300km 約270km（ 90％）

※延長の合計は、四捨五入により
合計値となりません。

２０２５年11月時点

凡 例

２車線 ４車線 ６車線

開通済

事業中

調査中

注1：※1 資機材の調達等が順調な場合
※2 大栄JCT～多古IC間は、１年程度前倒しでの開通を目指す

注2：五霞IC～境古河IC間、坂東IC～つくばJCT間、牛久阿見IC～阿見東IC間及び稲敷IC～木更津東IC間は、暫定2車線
注3：事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

至 つくば牛久ＩＣ

至 牛久阿見IC

R7.8撮影

至 戸塚ＩＣ（仮称）

至 釜利谷ＪＣＴ

至 藤沢ＩＣ

R7.8撮影

圏央道 つくば牛久ＩＣ～牛久阿見IC写真①

圏央道 栄IC・JCT（仮称）写真②

写真①

写真②
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2位野田市

（12.3%）

3位入間市

（9.6%）

5位青梅市

（8.5%）

4位東松山市

（8.6%）

2,205

2,783

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

平成21年 令和3年

0

(件数)

139,440

173,793

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成21年 令和3年

0

(人)

3,066

3,427

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

平成21年 令和3年

0

(億円)

■固定資産税（家屋）※3

の推移

出典： 総務省 地方財政状況調査 出典： 総務省 経済センサス

■大型物流施設等の従業者数
 の推移※2

約34,000人増加

■大型物流施設等の立地
 の推移※2

出典： 総務省 経済センサス

約580件増加

約360億円増加

平成21年 令和3年

■圏央道沿線自治体※1に立地する大型物流施設

平成21年 令和3年平成21年 令和3年

圏央道沿線自治体※1の大型物流施設等は、12年間で約580件増加※2、

従業者数は約34,000人増加※2、固定資産税（家屋） ※3は約360億円増加。

圏央道 ～企業立地・雇用の増加で地域活性化～

～基準地価格（工業地）の上昇及び大型マルチテナント型物流施設の立地～

事業中

凡例（令和7年8月時点）

開通済

調査中

6車線

4車線
2車線

平成27年12月時点 令和7年1月時点

圏央道沿線等に立地する主な企業の

大型マルチテナント型物流施設※3

：工業地の基準地価格
(H28→H29)上昇率が
関東地整管内トップ10の
地点を有する沿線自治体

（データ：R5都道府県地価調査）
（   ）内の値はH28→H29の

地価上昇率

DPL境古河
R6.4立地
延床約12.7万㎡

GLP狭山日高Ⅲ
R6.4立地
延床約6.7万㎡

ロジスクエア成田
R6.5立地
延床約1.8万㎡

写真出典：大和ハウス工業（株）

写真出典：日本GLP（株）

写真出典：（株）シーアールイー

※１：圏央道沿線自治体（圏央道（釜利谷JCT～木更津JCT）が通過等する自治体（５７市町））の推移
※２：経済センサスの民営事業所のうち産業分類（中分類）の「道路旅客運送業」「道路貨物運送業」

「倉庫業」「運輸に附帯するサービス業」の合計（ただし、中小企業基本法に基づく「小規模企業者
（概ね常時使用する従業員の数が20人以下の事業者）」を除く）なお、圏央道沿線自治体のうち、
政令指定都市については、圏央道が通過等する行政区のみを集計範囲とする

※３：固定資産税（家屋）：固定資産（家屋）の評価額に応じて課せられる税
※４：注１ 資機材の調達等が順調な場合

注２ 大栄JCT～多古IC間は、１年程度前倒しでの開通を目指す
注３ 高度な仕分け・荷捌き等の機能を持つ大型マルチテナント型物流施設

※５：五霞IC～境古河IC間、坂東IC～つくばJCT間、

牛久阿見IC～阿見東IC間及び稲敷IC～木更津東IC間は、暫定2車線

※６：事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

注3
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中部横断自動車道（山梨～静岡間）開通３年後の整備効果①

山梨県

約123億円…

静岡県

約136億円/年

（37%）

長

野

県

…

以

西

1

1…

以

東

1…

0% 20% 40% 60% 80% 100%

約367億円/年

移動・輸送時間
短縮便益

29%

付加価値の
増加額
71% 108億円

第1次産業
2億円

第2次産業
81億円

第3次産業
176億円

■経済効果の内訳 ■地域別の経済効果

全体計

約367
［億円/年］

全体計

下部温泉早川IC

中富IC

六郷IC

増穂IC

中
部
横
断
道
（
新
清
水

～
双
葉

）

延
長

約
74
km

JCT

JCT

南アルプスIC

白根IC

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
管
理

延
長

20.7
km

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
管
理

延
長

25.3
km

国
土
交
通
省
管
理

延
長

28.3
km

東京都

埼玉県

長野県

神奈川県

静岡県

至 甲府

至 静岡

■国道５２号規制区間内の被災状況

古屋敷地区 令和元年10月

（約９, ８００人）

出典：R2国勢調査より算出

安全・防災

経済効果

※1：SCGE（空間的応用一般均衡）モデルによって推計した、中部横断自動車道の整備有無による付加価値の変化と、移動・輸送時間短
縮便益の和（消費者側への効果となる帰着便益）を指す

※2：北陸ブロック（新潟県除く）、中部ブロック（静岡県除く）、近畿ブロック、中国ブロック、四国ブロック、九州ブロック、沖縄県を指す
※3：北海道、東北ブロック、関東ブロック（山梨県、長野県除く）、新潟県を指す

※2 ※3

位置図

凡例

中 部 横 断
自 動 車 道
（山梨～静岡）

高 速 道 路
国 道

古屋敷 ２.４ｋｍ

事前通行規制区間
（連続雨量150mm）

万沢 ４.８ｋｍ

事前通行規制区間
（連続雨量300mm）

逢坂 １.７ｋｍ

事前通行規制区間
（連続雨量400mm）

事前通行規制
区 間新清水JCT

孤 立 が 懸 念
さ れ る 地 域

双葉JCT

富沢IC

南部IC

身延山IC

令
和
３
年
８
月

開

通

区

間

■全線開通後の同時通行止め状況

○令和３年８月に南部ＩＣ～下部温泉早川ＩＣ間が開通したことにより、山梨～静岡間が全線開通。
 その経済効果は、約３６７億円/年。そのうち開通区間を含む山梨県と静岡県では、約７割の約２５９
億円/年。

○国道５２号では大雨等により連続雨量が規制基準を超過した際に通行止めが発生しているが、中部
横断道が代替機能を発揮し、全線開通後に地域の孤立を２回（のべ約13時間）回避。

規制回数 のべ規制時間

2回 13時間40分
※４：R５年度まで

※４

全体の経済効果のうち
開通区間を含む県で

約7割(259億円/年)

が発現

「古屋敷」と「万沢」が通行止めになっ
ても、中部横断道による迂回が可能

孤立集落の発生を回避
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山梨県

中
部
横
断
道

静岡県

山梨や長野から
清水港への
アクセス向上

清水港

輸出

新潟県

静岡中央
卸売市場

長野県

中央道

0.0 0.4 0.1 0.11.7 2.4 5.3
11.4

0.2 0.7
3.9

8.3

1.9 3.6
9.3

19.8

0

20

40

H20 H25 H30 R5

その他 モモ ブドウ（億円）

○中部横断道の整備を契機に、清水港と静岡中央卸売市場では、農産物の輸出促進を目
指して一貫したコールドチェーン※の体制を構築するための冷蔵施設などを整備。

○山梨県の農産物の輸出量が約１０倍に増加。

産業振興

■産地から清水港へのアクセス性向上 ■農産物の輸出促進に向けた取り組み

開通前 開通後

■コンテナ詰めができる冷蔵施設

（イメージ）

※コールドチェーン：冷凍・冷蔵といった所定の温度を維持したまま、
 生産から輸送・保管の流通プロセスを鎖のようにつなげる仕組み

■山梨県の農産物の輸出量
出典：山梨県農政部資料

約１０倍

注）四捨五入の関係で合計値が合わないことがある

輸出用コンテナ

空きスペースが発生

屋外でコンテナ詰め静
岡
中
央
卸
売
市
場

清
水
港

主に静岡

輸出用コンテナコンテナ詰めが
できる冷蔵施設
を整備

農産物を混載して
輸送効率化を実現

輸出

静岡 長野
新潟

山梨

中部横断道

輸出

冷蔵・冷凍用コンテナ
の電源プラグを整備

■冷蔵・冷凍用コンテナの電源プラグ

（イメージ）

中部横断自動車道（山梨～静岡間）開通３年後の整備効果②
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中部横断自動車道（長坂～八千穂）

○現在、山梨県及び長野県が都市計画や環境影響評価の手続きを実施中。

○令和７年１０月に環境影響評価準備書(事業予定者案)を国土交通省から両県に提供。

○国土交通省としては、引き続き、両県が行う都市計画と環境影響評価の手続きが円滑に
進むよう、関係自治体と連携しながら、必要な検討を推進。

【環境影響評価・都市計画手続きの流れ】

山梨県甲斐市

【概 要】

H31.3開通
（NEXCO管理）

H31.3開通（直轄管理）

R3.8開通
（直轄管理）

R1.11開通
（直轄管理）

ろくごう

六郷IC

とみざわ

富沢IC

長野県小諸市

山梨県北杜市

7.8km

14.6km

約40km

9.3km

16.0km

8.4km

20.7km

H23.3開通
（直轄管理）

山
梨
県
・
静
岡
県
区
間

さく  こもろ

佐久小諸JCT

さくみなみ

佐久南IC

ふたば

双葉JCT

ますほ

増穂IC

しんしみず

新清水JCT

静岡県静岡市

H18年度迄開通
（NEXCO管理）

広 域 図

新潟県

長野県

静岡県

山梨県

群馬県

埼玉県

しもべ おんせんはやかわ

下部温泉早川IC

なんぶ

南部IC

Ｅ19

Ｅ19

Ｅ52

Ｅ20

Ｅ68

Ｅ18

Ｅ17

Ｅ１

Ｃ４

Ｅ18

Ｅ17

Ｅ１A

や ち ほ こうげん

八千穂高原IC

ながさか

（長坂JCT）

6.7km

13.2km

調査中

（ ）名称は仮称

凡 例

有料区間
開通済

無料区間

事業中

調査中路線

開通済

事業中

約140km

H29.3開通
（NEXCO管理）

中
部
横
断
自
動
車
道

長
野
県
・
山
梨
県
区
間

H30.4開通
（直轄管理）

しみず

清水JCT

【(参考)山梨県の都市計画原案】
※県HP(都市計画原案説明会資料)から抜粋・加工

【(参考)長野県の都市計画原案】
※県HP(都市計画原案説明会資料)から抜粋・加工

中部横断自動車道
（長坂JCT（仮称）～長野県境）

約12km 中部横断自動車道（山梨県境～八千穂高原IC）約28km

山梨
県
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16

4

298

4

16

122

463

463

4

16

254

254

川越市

新座市 和光市

志木市

富士見市

西区

戸田市 川口市草加市

越谷市

春日部市
上尾市

Ｅ４

Ｅ6

三郷市

北区 見沼区

中央区

桜区

浦和区

南区
緑区

岩槻区

三芳町

八潮市

核都市広域幹線道路（埼玉新都心線～東北道付近）

外環道千葉県区間開通後、外環道埼玉県区間の渋滞損失時間が増加

東京外環自動車道（埼玉区間）の渋滞損失時間

○外環道千葉県区間開通後の外環道埼玉県区間や埼玉県圏央道以南地域の一般国道における慢性的な混雑を改善
し、東西方向の連携を強化する観点から、埼玉新都心線～東北道付近間を優先的に検討。

○ 令和4年度より計画段階評価に着手、令和7年8月に第3回地元検討会を開催して複数案（ルート帯・主たる構造）を提 
示したところ。

○ 現在、地域のみなさまへの情報発信と意見聴取を順次実施しているところ。
○ 引き続き、埼玉県、さいたま市と連携し、必要な調査、検討を進めてまいりたい。

与野駅

大宮駅

大宮公園駅

大和田駅

北大宮駅

北与野駅

さいたま新都心駅

七里駅

北浦和駅

「さいたま中央地区」
ほ場整備事業

浦和競馬・野田
トレーニングセンター

南部配水場

見沼田圃

さいたま赤十字病院

さいたま
スーパー
アリーナ

大宮共立病院

緑のトラスト保全１号地

見沼区

岩槻区

緑区
浦和区

大宮区

中央区

浦和IC

さいたま
見沼IC

与野JCT

岩槻IC

E4S2

S5

324

214

1

2
65

105

214

17

463

463

17

17

122

463
0 1km 2km0.5km0.25km

埼玉スタジアム
2〇〇2

自然：斜面林、貴重な動植物、貴重な地形・地質 等
社会環境：学校、病院 等
文化財等：天然記念物、遺跡、文化財、神社・仏閣、墓地 等
公共施設等：鉄道駅、浄水場、清掃センター、大規模物流施設 等

※東北道付近については、接続するおおまかな位置を示しています。

ルート帯案：計画する路線の
位置を500ｍの幅で図示

複数案（ルート帯・主たる構造）の概要

一般国道の渋滞損失時間

渋滞損失時間
（令和３年度 一般国道）

～10万人時間/年・km
～20万人時間/年・km
20万人時間/年・km～

※破線：
埼玉県全体の平均値

開通前（平成30年）
開通3年後（令和3年）

ルート帯案 ルート帯案の概要 主たる構造案

案①
北側ルート

・埼玉新都心線・さいたま見沼ICと東北道を最短で結ぶ
ルート帯

・比較的見沼田圃を通過する延長が短く、自然環境等の
影響が抑えられる

案②
南側ルート

・住宅地を極力回避した支障物件が少ないルート帯
・比較的住居地域を通過する延長が短く、住居環境への影
響を抑えられる

3.5m 3.75m 4.5m 3.75m 3.5m3.25m 3.25m

路肩 車線 車線 中央分離帯 車線 車線 路肩

車道幅員 25.5ｍ

核都市広域幹線道路

14



なか むら新湾岸道路

○ 令和２年５月に「千葉県湾岸地区道路検討会」及び幹事会を開催し、沿線自治体との意見交換を行い、基本方針を
策定。

○ 令和６年度は、令和６年８月に「第１回新湾岸道路有識者委員会」を開催し、令和６年１１月から令和７年２月にかけ
て、地域の課題やニーズ、配慮すべき事項について意見聴取を実施。

○ 令和７年５月２８日には「第2回新湾岸道路有識者委員会」を開催し、複数の概略ルート・構造案を提示。令和７年７
月３１日から令和７年１０月５日にかけて、複数案及び評価項目案に関して意見聴取を実施。

○ 引き続き千葉県や沿線自治体と協力し、概略ルート・構造の検討を推進。

※

※千葉県、千葉市、市原市、市川市、船橋市、習志野市、浦安市

【基本方針（概要）】令和２年５月 策定
【概略ルート・構造の設定（案）】

令和６年４月
調査の見通しにおいて、概略ルート・構造の検討区間に位置づけ

令和６年８月２日
第１回新湾岸道路有識者委員会を開催し、構想段階の進め方、
課題と目標、情報発信と意見聴取について議論

令和６年１１月１５日～令和７年２月２８日
地域の課題やニーズ、配慮すべき事項について意見聴取を実施

令和７年５月２８日
第２回新湾岸道路有識者委員会を開催し、意見聴取の結果や
複数案の設定などについて議論

令和７年７月３１日～令和７年１０月５日
複数案及び評価項目案について意見聴取を実施

＜引き続き、概略ルート・構造の検討を行う＞

⚫ 多車線の自動車専用道路の計画の具体化が必要

⚫ 外環高谷ＪＣＴ周辺から蘇我ＩＣ周辺ならびに市原ＩＣ周辺までの湾岸部
においてルート検討

⚫ 千葉県三番瀬再生計画との整合性を図ること。また、既存の都市計画
や県の確保済用地を有効に活用すること
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バスタプロジェクトの全国展開

○バスタ新宿や品川西口等をはじめとする集約型公共交通
 ターミナル「バスタプロジェクト」を全国で展開

○「バスタプロジェクト」をさらに推進するため、
・特定車両停留施設の構造基準を策定し、旅客の乗継ぎの
円滑化や災害時の情報提供等について規定

・さらに、官民連携での管理運営を可能とするコンセッシ
ョン（公共施設等運営権）制度を導入

○バスタプロジェクト推進検討会において、モーダルコネク
トの強化やデジタル技術の活用など、交通結節点の機能強
化に向けた考え方や推進方策について検討し、道路管理者
向けのガイドラインを策定

•鉄道駅周辺では、高速バス停等がバス会社毎にバラバラに設置されて
いる(首都圏の主要ターミナル駅周辺では平均9箇所に点在(平成28年3
月末時点））

•バスタ新宿では、19箇所に点在していた高速バス停を集約(平成28年4
月4日開業時点)

•令和２年５月、改正道路法の成立により、バスやタクシー、トラック等の
専用ターミナル（特定車両停留施設）を道路附属物として位置づけ（令
和2年11月施行）

＜背景／データ＞

〇 多様な交通モード間の接続を強化する集約型公共交通ターミナルの整備を全国で戦略
的に展開し、人とモノの流れの円滑化や地域の活性化、災害対応の強化を促進

〇 利用者の利便性を向上するため、スマートシティやMaaSと連携してデータ利活用による
バスの運行の効率化等を図り、交通結節点の機能強化を推進

［バスタプロジェクトにおける主な検討箇所と進捗状況］

参1：国道２号等 三宮駅前空間 事業計画（令和２年３月25日公表）

更なる箇所拡大を構想中

箇 所 進 捗 状 況

バスタ新宿 平成28年4月開業

品川西口 平成31年4月事業化

三 宮 令和2年4月事業化

新 潟 令和2年4月事業化

追 浜 令和3年4月事業化

近鉄四日市 令和3年4月事業化

呉 令和3年4月事業化

大宮 地域で検討中 等

・
・
・

・
・
・

＜バス乗降空間のイメージ 参1＞

［管理運営における民間ノウハウの活用］

＜事業スキームイメージ＞

［バスタ空間を活用した賑わい
の創出］

ｺ ｾｯｼｮ 契約

利用
料金

利用
契約

バス事業者等テナント

運営権者
（民間事業者）

道路管理者

＜バスタMARKET＞ 

©️MynaviChiikisousei

バスタ新宿 

（バスタ新宿前の歩道を活用したイベント）
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バスタ新宿

○道路事業と民間会社が施設運営を行う官民連携事業による日本最大級のバスターミナルとして、平成
２８年４月にバスタ新宿がオープン。

○これまで新宿駅に分散していた１９箇所の高速バス乗降場を集約し、高速バス利用者数は平均約２．９
万人/日（コロナ前）。

○国内外旅行者に全国の観光情報を提供できる観光情報センターを併設し、新宿から全国３９都府県、
３００都市へのネットワークを形成。

高速バスによる国内観光地へのアクセス （イメージ）

新宿から全国３９都府県、３００都市へのネットワークにより、
“訪問地の分散化”に寄与します

バスタ新宿の概要

国内観光地へのアクセス

・高速バス乗降場
・待合室
・インフォメーション
カウンター

・タクシー乗降場
・観光情報センター

・ＪＲ新南改札口

４
Ｆ

３
Ｆ

２
Ｆ

バスタ新宿（H28.4.4オープン）（実績）

至八王子 至四谷

新宿駅南口

代々木方面

○高速バスの最大便数 ：１,７２０便/日 （H29.5.6（ＧＷ））

○高速バスの停車場数  ：１５バース
○高速バスの運行会社数 ：１１７社
○高速バス平均利用者数      ：約２．９万人/日（コロナ前）

○高速バス最大利用者数      ：約４．１万人/日
（H29.12.29（年末））
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一般国道１５号 品川駅西口基盤整備事業

国道１５号・品川駅西口駅前広場の将来の姿
国道１５号品川駅西口駅前広場

デザインコンセプト

18



新たな国土形成計画の策定 （R5.7.28）

・ ２０５０年さらにその先の長期を見据えつつ、今後概ね１０年間の計画

・ 時代の重大な岐路に立つ中、未来に希望を持てる国土づくりの方向性が示された

「シームレスな拠点連結型国土」
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2050年、WISENET（ワイズネット）の実現

○「2050年、世界一、賢く・安全で・持続可能な基盤ネットワークシステム（WISENET※）」
の実現のための政策展開により、新時代の課題解決と価値創造に貢献します。

※ World-class Infrastructure with 3S(Smart, Safe, Sustainable) Empowered NETwork
WISENETのコンセプト

観光立国の
推進

低炭素で

持続可能な

道路の実現

交通モード間の
連携強化

経済成長・
物流強化

地域安全保障の

エッセンシャル
ネットワーク

自動運転社会
の実現

2050年、世界一、賢く・安全で・持続可能な

基盤ネットワークシステム（WISENET）の実現

技術創造による多機能空間への進化

シームレスネットワークの構築

ワイズネット

ワイズネット

重点課題： 国際競争力・ 国土安全保障 ・ 物流危機対応・ 低炭素化

■WISENETの要点

○ 技術創造による多機能空間への進化

○ シームレスネットワークの構築

国土を巡る道路ネットワークをフル活用し、
課題解決と価値創造に貢献

サービスレベル達成型の道路行政に転換、
シームレスなサービスを追求

経済成長・物流強化 地域安全保障のエッセンシャル
ネットワーク

交通モード間の連携強化

観光立国の推進 自動運転社会の実現 低炭素で持続可能な道路の実現

○ 国際競争力強化のため、三大都市圏環状道路、日本海
側と太平洋側を結ぶ横断軸の強化など、強靱な物流
ネットワークを構築

○ 物流拠点、貨物鉄道駅・空港・港湾周辺のネットワー
クの充実や中継輸送拠点の整備等、物流支援の取組を
展開

○ カーボンニュートラル、省人化の観点から、海上輸送、
鉄道輸送等との連携を強化し、最適なモーダルコンビ
ネーションを実現

○ ゲートウェイとなる空港・港湾や観光地のアクセスを
強化し、観光資源の魅力を向上

○ オーバーツーリズムが課題となっている観光地をデー
タで分析し、ハード・ソフト両面において地域と連携
した渋滞対策等の取組を推進

○ 高速道路の電脳化を図り、道路と車両が高度に協調す
ることによって、自動運転の早期実現・社会実装を目
指す

○ 道路ネットワーク整備や渋滞対策等により、旅行速度
を向上させ、道路交通を適正化

○ 公共交通や自転車の利用促進、物流効率化等により低
炭素な人流・物流へ転換

○ 道路空間における発電・送電・給電等の取組を拡大し、
次世代自動車の普及と走行環境の向上に貢献

○ 道路インフラの長寿命化等、道路のライフサイクル全
体で排出されるCO2の削減を推進

○ 地方部における生活圏人口の維持や大規模災害リスク
への対応に不可欠な高規格道路を「地域安全保障の
エッセンシャルネットワーク」

  と位置づけ、早期に形成

自動物流道路（Autoflow Road）の構築
オートフロー・ロード

○ これまでの地域・ブロッ
クの概念を超えた圏域の
形成を支援

○ バスタの整備・マネジメント
を通じて、人中心の空間づく
りや多様なモビリティとの連
携などMaaSや自動運転にも
対応した未来空間を創出

〔2024年度新東名高速道路、
2025年度以降東北自動車道等で 
取組開始、将来的に全国へ展
開〕

三陸沿岸道路（岩手県山田町） バスタの整備イメージ（品川駅交通ターミナル）

車両と道路が協調した自動運転高速道路料金割引の見直しシェアサイクル導入の促進

出典：Cargo Sous Terrain社HP

スイスで検討中の地下物流システムのイメージ

※出典：国土交通省 令和７年度 道路関係予算概要20



経済成長・物流強化

世界シェアを誇る企業が地方に立地

世界シェア60％以上の製品群数 日本270 米国124 欧州47 中国73
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経済成長・物流強化

国際競争力強化のため、三大都市圏

環状道路、日本海側と太平洋側を結

ぶ横断軸の強化など、強靱な物流ネッ

トワークの構築を図ります。

農水産品は地方の産地から大都市まで運ばれている

高速道路

一般道路

※ 線の太さが流動量を表す

貨物地域間流動調査（2020）および全国道路・街路交通情勢調査（2015）より作成
※１ 農水産品等：貨物地域間流動調査（2020）における自動車の「穀物」、「野菜・果物」、「その他農産 

品」、「畜産」、「水産品」、「食料工業品」の輸送
※２ 高速道路：高速自動車国道、都市高速道路、左記以外の高規格幹線道路及びNEXCO管理道路
※３ 一般道路：高速道路以外の一般国道、主要地方道、一般都道府県

農水産品の

流れ（試算）
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経済成長・物流強化

物流拠点、貨物鉄道駅・空港・港湾周辺のネットワークの充実や中継輸送拠点の整
備等、物流支援の取組を展開します。

ダブル連結トラックの走行環境整備や休憩機能の充実

鉄道貨物駅とトラック結節点のスムーズなアクセス
を確保し、モーダルコンビネーションを実現します。

物流危機に対応するダブル連結トラックの走行環境
整備や中継輸送拠点整備を促進します。

出典：本州四国連絡高速道路(株) HP

鉄道貨物駅（コンテナ取扱量上位２０位）

日本貨物鉄道株式会社提供資料より作
成

コンテナ取扱量が多い鉄道貨物駅（上位２０位）
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地域安全保障のエッセンシャルネットワーク

高規格道路が作り出す新しい人口圏域を意識し、これまでの地域・ブロックの概念を
超えた圏域の形成を支援します。

高規格道路がつなぐ拠点人口により、これまでの地域を越えた新たな圏域を創出します。

出典：国勢調査（R2）

300万人規模の

新圏域

【参考】三陸沿岸道路の整備効果

・東日本大震災後に事業化された三陸沿岸道路は、

事業着手後10年で全線開通し、仙台から八戸間が

約360㎞の高規格道路でつながりました。

・圏域の骨格軸を形成、時間短縮により交流人口

を拡大するとともに、多くの企業立地などの間接

効果や災害に対する強靭性、低炭素化など多様な

効果を発揮しています。
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交通モード間の連携強化

リニア中央新幹線の中間駅は、新たな圏域の重要な拠点機能を担うことから、
新たな圏域構造に対応した道路ネットワークとの連携強化を推進します。 

30km圏域

リニア中間駅

新たな観光周遊

ゴールデンルート

立川、相模原等と

橋本との連携

（防災拠点連携等）

企業や公的機関等の

大都市からの移転

【デジタル変革推進先導区域】

・IOWN／６Gの先行整備

・リニアと二次交通の連携

複数地域に跨る異業種連携／研究機関等の立地促進

（例）精密機械産業・ロボット産業・エネルギー産業・航空宇宙産業等

各圏域をイノベーション拠点とした連携

品川 ：世界とつながる分野横断的なイノベーション拠点

中間駅：各圏域の持つ特性・アドバンテージを活かした実証・イノベーション創出拠点

リニア中央新幹線中間駅を核とする｢新たな広域中核地方圏｣の形成

エネルギー連携・レジリエンス

（例）水素エネルギー・水力発電

・バイオマス発電等による相互補完

・大規模災害発生時の大都市代替機能の備え

（例）清水港からの
グリーン水素輸入
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交通モード間の連携強化

集約型公共交通ターミナル（バスタ）の整備・マネジメントを通じて、人中心の空間
づくりや多様なモビリティとの連携などMaaSや自動運転にも対応した未来空間の
創出を進めていきます。 

※周辺開発はイメージであり、整備内容が決定したものではありません。

モビリティハブ（イメージ）
バスタの整備イメージ
（品川駅交通ターミナル）

※NEXCO東日本作成動画より
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観光立国の推進

ゲートウェイとなる空港・港湾や観光地のアクセスを強化し、観光資源の魅力を高めます。

北関東道整備による観光地資源アクセスの向上
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476万人/年

679

×5.9

目標値

6,000

2,826万人/年

3,188

観光
全体

2020年
目標値

4,000
2019年

2022年

249万人/年

観光

全体
383

2009年

出典：訪日観光客の推移 ：JNTOホームページ
：訪日外国人旅行客数政府目標：「明日の日本を支える観光ビジョン」2016.3

（『明日の日本を支える観光ビジョン構想会議』（議長：内閣総理大臣）

訪日観光客の推移

周遊ツアー移動時間
一般道： 約7時間

北関東道： 約5時間

約2時間 の短縮
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休日速度低下エリア 地域毎の速度低下エリア

休日に速度低下が生じている観光地を対象に、ハード･ソフトの対策を検討

観光立国の推進

※ETC2.0プローブ情報（令和３年度）より5kmメッシュにおける一般道路（一般国道、主要地方道、一般都道府県道を対象に作成
※速度低下の分析は10月の平日における旅行速度の平均値と、GW、SW及び年間の土曜日曜における旅行速度の平均値を比較
※観光地に関係する箇所は、観光資源台帳（（公）日本交通公社）等を元に主な観光地との関係性を、交通状況等を考慮して選定
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観光立国の推進

シェアサイクルの導入の促進
（札幌市）

高速道路料金割引の見直し

観光地の渋滞状況 データ分析による渋滞把握・誘導

オーバーツーリズムが課題となっている観光地をデータで分析し、地域と連携した
ハード・ソフトの渋滞対策等の取組を進めます。

現状
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自動運転社会の実現

自動運転車用の走行レーン

センサによる落下物等の検知
路車間通信による情報提供

車両と道路が協調した自動運転

30

高速道路の電脳化を図り、道路と車両が高度に協調することによって、自動運転の
早期実現・社会実装を目指します。

2024年度の新東名高速道路を皮切りに、2025年度以降は東北自動車道等におい
ても取組を開始し、将来的に全国へ展開します。



低炭素で持続可能な道路の実現

SAにおける急速充電器（恵那峡SA）

「カーボンニュートラル推進戦略」の４つの柱に基づき、低炭素で持続可能な道路交
通を実現します。

電気自動車・燃料電池自動車等の次世代自動車の普及を後押しするため、ＳＡ・ＰＡ
や道の駅など、充電ニーズの高い箇所を中心に急速充電器の増加を図ります。

① 道路交通の適正化

② 道路交通のグリーン化

道路のライフサイクル

  全体の低炭素化

低炭素な人流・物流

  への転換

カーボンニュートラル推進戦略

 ４つの柱

③

④

国土交通省道路局「カーボンニュートラル推進戦略

中間とりまとめ」令和5年9月
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高
規
格
道
路

供用中

事業中

調査中

一
般
広
域
道
路

供用中

事業中

調査中

構想路線

※本計画図は、具体的な路線のルート、位置等を規定するものではありません。
出典：関東ブロック 新広域道路交通計画（Ｒ3.7月）をＲ7.4月時点に更新したもの

主な都市

主な空港（2019年乗降客数（万人））

主な港湾

広域的な防災機能強化を図る「道の駅」

（2019年コンテナ貨物取扱量（万TEU））
（2019年クルーズ船寄港数（回））

●●駅

●●駅

新幹線

リニア中央新幹線

●●駅
主な交通拠点

●●IC

0km 10km 20km 50km

関東ブロック 新広域道路交通計画
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